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詳細

令和5事業年度
貸借対照表の概要

令和5事業年度
損益計算書の概要

貸借対照表は、決算日（令和6年3月31日）における徳島大学の全ての資産、負債及び純資産を記載する
ことによりその財政状態を明らかにすることを目的としています。

資産の部
土地
建物
建物附属設備
構築物
工具器具及び備品等
図書
投資有価証券
有価証券
現金及び預金
未収附属病院収入
減価償却引当特定資産
その他

資産の部合計

負債の部
資産見返負債
借入金
未払金
運営費交付金債務
寄附金債務 
その他
　負債の部合計

純資産の部
資本金
資本剰余金
利益剰余金
　純資産の部合計

負債及び純資産合計

446.1
218.0
69.5
15.9
79.9
26.7
51.2
0.0

124.0
54.2
24.5
28.3

 1,138.2

20.2
140.5
79.0
3.2

90.4
30.5

363.8

467.3
77.6

229.5
774.4

1,138.2

（単位 : 億円）

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計及び増減は一致しません。 

資産構成 （令和5年度）

資産合計 1,138.2億円

土地
39%

建物
19%

現金及び
預金 11%

建物附属設備
6%

構築物
1%

工具器具及び
備品等 
7%

図書 2%

投資有価
証券 5%

その他 3%

運営費交付金
債務 1%

減価償却引当特定資産 2%

未収附属病院収入 5%

負債構成 （令和5年度）

負債合計 363.8億円

大学改革支援・
学位授与機構
債務負担金 3%

未払金 
22%

寄附金債務
25%

その他
8%

長期借入金
35% 借入金

38%

経常費用
業務費
  教育経費
  研究経費
  診療経費
  教育研究支援経費
  受託研究等経費
  人件費
一般管理費
財務費用（支払利息）
経常費用合計

経常収益
運営費交付金収益
学生納付金収益
附属病院収益
受託研究等収益
施設費収益
補助金等収益
寄附金収益
雑益（財産貸付料等）
経常収益合計

臨時損失
固定資産除却損
減損損失
過年度修正損 
その他
臨時損失合計

臨時利益（保険料収入）

目的積立金取崩額

当期総損失

508.0
22.9
29.9

204.9
2.6

24.0
223.7

13.1
 0.8

521.9

120.0
44.5

286.5
26.2
3.7

21.7
19.8
 6.2

528.6

0.4
0.3
 8.1
1.3

10.1

1.3

0.6

1.5

（単位 : 億円）

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計及び増減は一致しません。

損益計算書は、事業年度内に徳島大学が実施した事業等により発生した全ての費用と収益を記載する
ことによりその運営状況を明らかにしています。

経常費用構成 （令和5年度）

経常費用合計 521.9億円

受託研究等経費 5%

教育、研究、
教育研究支援経費
11%

診療経費
39%病院

人件費
22%

病院以外
人件費
21%人件費

43%

財務費用 0.1%一般管理費 3%

経常収益構成 （令和5年度）

経常収益合計 528.6億円

運営費
交付金収益
23%

施設費収益、補助金等収益、雑益 6%

附属病院収益
54%

受託研究等
収益 5%

寄附金収益 4%

学生納付金
収益 8%

資産見返負債 6%

徳
島
大
学
は
本
学
を
支
え
て
く
だ
さ

る
国
民
の
皆
さ
ま
方
に
透
明
性
の
あ
る

財
務
情
報
を
提
供
し
、
大
学
の
財
政
状

態
及
び
運
営
状
況
に
つ
い
て
明
ら
か
に

す
る
と
と
も
に
、
ご
理
解
を
い
た
だ
く

こ
と
が
重
要
な
責
務
の
一
つ
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

こ
の
財
務
レ
ポ
ー
ト
は
、
徳
島
大
学

の
現
在
の
財
務
状
況
を
お
伝
え
す
る
た

め
、
令
和
5
事
業
年
度
財
務
諸
表
を

も
と
に
作
成
い
た
し
ま
し
た
。

令
和
5
事
業
年
度
の
財
務
状
況
に
つ

い
て
で
す
が
、上
段
に
記
載
の
と
お
り
、

一
年
間
大
学
を
運
営
す
る
た
め
の
費
用

（
経
常
費
用
）
は
5
2
1.
9
億
円
で
し

た
。
一
方
、
大
学
の
運
営
に
伴
う
収
益

（
経
常
収
益
）は
5
2
8.
6
億
円
で
、

経
常
利
益
（
経
常
収
益
―
経
常
費
用
）

は
6.6
億
円
で
し
た
。

令
和
5
事
業
年
度
は
、
国
際
情
勢

の
悪
化
、
円
安
の
影
響
で
燃
料
費
・
物

価
が
高
騰
し
て
お
り
、
大
学
を
取
り
ま

く
環
境
は
厳
し
い
も
の
で
し
た
が
、
自

己
収
入
の
確
保
、予
算
の
効
率
的
執
行
、

補
助
金
、
受
託
研
究
費
等
の
外
部
資

金
の
獲
得
に
努
め
た
こ
と
に
よ
り
、
財

務
状
況
に
大
き
な
支
障
が
生
じ
る
こ
と

な
く
運
営
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
建
物
の
耐
用
年
数

の
修
正
を
行
い
、
過
年
度
分
の
減
価
償

却
費
を
臨
時
損
失
と
し
て
計
上
し
た
こ

と
に
よ
り
当
期
総
損
失
は
1.5
億
円
と
な

り
ま
し
た
。
こ
の
当
期
総
損
失
は
現
金

を
伴
わ
な
い
会
計
上
の
損
失
の
た
め
収

支
に
影
響
は
あ
り
ま
せ
ん
。

本
学
で
は
、
大
学
運
営
に
係
る
財
政

基
盤
の
要
で
あ
る
国
か
ら
の
運
営
費
交

付
金
は
、
法
人
化
翌
年
の
平
成
17
年

度
か
ら
毎
年
約
1
億
円
ず
つ
減
額
さ
れ

て
お
り
ま
す
。
こ
の
状
況
に
対
応
す
る

た
め
、
国
へ
の
予
算
要
求
及
び
自
己
収

入
の
増
加
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
将

来
の
設
備
更
新
を
計
画
的
に
実
行
す
る

資
金
を
確
保
す
る
た
め
に
引
当
金
を
積

極
的
に
活
用
す
る
な
ど
資
金
獲
得
・
確

保
に
向
け
た
各
種
方
策
に
取
り
組
ん
で

お
り
ま
す
。　

今
後
も
安
定
し
た
経
営
を
行
っ
て
い

く
た
め
に
は
、
更
な
る
経
費
の
節
減
を

図
る
と
と
も
に
、
積
極
的
な
外
部
資
金

の
獲
得
に
努
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

本
学
は
、
教
育
・
研
究
・
社
会
貢
献

及
び
診
療
の
各
分
野
に
わ
た
り
、
そ
の

充
実
と
不
断
の
見
直
し
・
改
善
を
進
め

て
参
り
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
ご
支
援
、

ご
協
力
の
ほ
ど
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た

し
ま
す
。




